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研究成果の概要（和文）：本研究は戦前期における三井物産および日立製作所の人事関連文書、個票の発見、利用によ
って、従来統計的に処理されることがなかった一つの組織内における学歴変数による職位、給与の分散について第一に
検証を行った。一連の研究会においてブラッシュアップされた議論は来年度『学歴と格差の経営史』として出版を予定
している。
第二に本研究はNAA所蔵の各商社史料をもとに、戦前期における豪州進出の日本商社の事業およびその担い手について
の比較史分析を行った。本研究については2015年度の経営史学会でパネルディスカッションを組んだが、これを発展さ
せ、『戦前期豪州における総合商社の展開』として出版計画に入りたい。

研究成果の概要（英文）： We inspected dispersion of staff’s salary and promotion which occurred by 
their　educational background in several organizations in Japan at the time of the pre World War Second. 
This study largely depends on our newly discovery of personnel data of Mitsui & Co. and Hitachi Co. 
Thorough this study we found the differential of employees by their educational background was smaller 
than expected in the period of before World War Second. Furthermore the historical sources we found in 
National Archives of Australia are very valuable and important. Now we are under the plan of publish two 
titles, A history of the differentials by the difference of educational background and Development of 
Japanese trading companies in Australia before the World War Second.

研究分野：経営史
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１．研究開始当初の背景 
2011 年経営史学会の全国大会においてパ
ネルディスカッションにより報告した問題、
つまり、戦前三井物産の給与が学歴により格
差を設けられていない点を初めて抽出し、本
研究を 2013年から正式に開始した。 
 
２．研究の目的 
三井物産の戦前期の職員構成の変遷と学
校教育制度の対応関係を整理し、個票データ
の集計によって、戦前期商社マンの場合、職
務経験による収益率が学校収益率を上回っ
ていた事実を確認し、その訳を解き起こす。
さらにそれと戦後の三井物産の職員におけ
る学歴別の配置状況を比較することで、従来
言われてきた学歴の相違による給与、昇進な
ど処遇の相違、いわゆる「格差」は戦前以来
のものではなく、むしろ高学歴化が急激に進
展した戦後に発生し、現在まで広がり続けて
きたという仮説の一部を論証する。 
 
３．研究の方法 
米国・豪州の国立公文書館に保存されてい
る太平洋戦争開戦時の接収日本商社関連文
書を捜索し、発見データから上記目的の課題
を解明する。戦後については国内古書市場な
どを中心に特別職員録の探索を続け、発見史
料について戦前期に対する統計的接近と同
じ方法で接近を行う。 
また結果の汎用性を確認するため、三井物
産に対する解析結果を、戦前、きわめて強い
階級的構造を持っていたとされる日立製作
所などのメーカーの個票データによる解析
結果と比較し、結果の類似性を強調する。 
 
４．研究成果 
（1）日本において近代官僚制が確立するた
めには、その能力を陶冶するための教育装置
の設置が必要であった。そのため、政府は小
学校からの学校制度を整備し、その頂点に大
学を設置し、そこから近代官僚の供給を急い
だのである。この目的から、それは古代律令
制の大学制度と軌を一にすることとなり、大
学あるいは専門学校卒業生に対して文官任
用、司法官任用などでの「特権」や「権利」
を付与した。このようにして単なる教育歴が
「資格」、「職業」に結び付く現象が生まれた
のである。学歴を有する者が高位職位に入職
することで（たとえば奏任官）、同一事業所
での学卒者と非学卒者のあいだでの賃金格
差も同時に発生した。この官僚制のシステム
がその後の民間企業の発達にともない同様
に波及していった。従来、このように学歴格
差は日本の近代化の流れで必然化し、高等教
育機関卒業生のメリトクラシー化が進展し
たと解釈されることが多かった。 
 本研究は、このような歴史に対する一般的
なとらえ方を根本から検討しなおす作業を
展開した。この根拠となったのが、2011 年経
営史学会第 47 回全国大会での我々のパネル

ディスカッション（報告者＝木山実・大島久
幸・若林幸男）での三井物産の職員データに
対する計量的アプローチであり、本研究の成
果の半分はこの領域に属している。この領域
において本研究では新たに発見された新史
料を使用した。これは 1916～1941 年の間の
数年度にわたる「三井物産特別職員録」であ
る。 
 
（2）従来の「通説」においては（1）に記し
たように日本が近代化する当初の段階にお
いてすでに学歴格差は発生し、さらにそれは
戦後社会とは比較にならないほど徹底して
おり、まさに学歴による「身分」の再生産と
も考えられるとされていた（たとえば氏原正
治郎『日本の労使関係』1968）。さらに同一
学歴であっても、学校ごとに社会的評価も大
きく異なり、いわゆる「学校歴」格差も大き
かったが、それは戦時下において解消の方向
にむかったとされる（竹内洋『日本のメリト
クラシー』1995）。つまり、全般に学歴収益
率は近代初期から戦後にかけて縮小してき
たが、依然現代にかけてもその状況は継続、
残存するという考え方であった。このような
考え方は官僚機構や、一般企業とくにメーカ
ーの労使関係に対する歴史分析などのアナ
ロジーとしてほぼ通説化してきたといえよ
う。 
 ところが、前述パネル～本研究スタート時
に試みた 1923、1937 年の三井物産の職員個
票データの集計結果に対しては、以上の通説
を適用することはきわめて困難となること
が判明した。第一に入社年齢（学歴差）によ
りその初任給額は確かに相違するものの、そ
れ以降の定昇により低い学歴者でも高学歴
者の入社年齢と同じ年齢に達するとその給
与格差は僅差となり、やがて 30 代以降、学
歴による給与格差はほとんど見られなくな
ってしまうのである。対象とした職員は、江
戸時代的な丁稚からの入社者（高小卒者程
度）やその後継の人材市場である現在の高校
に当たる中学校・商業学校卒者である。第二
に、本集計に基づき、さらに彼らと高学歴者
（東大等帝大群、東京・神戸高商等商大群、
私立専門学校＝大学令による昇格私大群）の
それぞれの昇進の比率を計測した結果も上
記給与のデータと同様に取締役までの全て
の職位クラスについていずれも、学歴による
偏りを発見することができなかった。 
 本研究は以上のパイロット的分析をさら
に一般化するために、まず既集計データにさ
らに1916年特別職員録、1931年特別職員録、
1941 年特別職員録そして戦後の 1965 年特別
職員録のデータを付け加え、時系列で同じ基
準からの計測を行う方法により、この間の若
干の相違点と同企業の職員編成の制度的枠
組みを対比させることとした。さらに、総合
商社、それも三井物産だけの事例研究に終わ
らせないために、当該分析を大規模メーカー
である日立製作所の 1940 年代の職員階層の



事例と比較することとした。 
 以上の垂直的、水平的比較分析の結果、本
研究開始当初の仮説にきわめて近い仮説「学
歴による給与・昇進格差は戦前ではきわめて
小さくむしろ戦後においてきわめて強く発
現する」という第一の実証的仮説と、その誘
因としての以下の理論仮説の構築がなされ
た。「学校制度確立期から太平洋戦争にいた
るまでの時期における営利企業においては、
キャリアパス、ジョブラダーを学歴によって
設置していたわけではなく、むしろ企業内経
験値による配置を中心に、入社年齢の相違に
よって配置箇所をコントロールしていた。こ
の入社年齢による配置＝学歴別配置はこの
時期においては一部の市場や職種において
展開が始まったが、実はそれが徹底していっ
たのは、高学歴化が急激に進展する戦後にお
いてであり、その意味では徹底した学歴別配
置により戦後において学歴格差が実質的に
発現し、今日に至るまでその格差が拡大して
きた」と考えている。 
 これらの成果に付け加え、さらに「学歴と
不祥事問題」、「学歴格差についての社会的世
論の流れ」、「新卒者の学校推薦制度」など第
一線の連携研究者による周辺領域での最新
研究を集めて『学歴と格差の経営史』を来年
度において出版する最終的な準備を続けて
いる。 
 
（3）本研究が NARA,NAA という米豪の国立公
文書館所蔵の文書収集を基盤に行われたた
め、そこでの新史料の発掘によって以上の研
究当初の課題とは別の副産物も生まれた。そ
れは NAA における三井物産、高島屋飯田、大
倉組、三菱商事の新出史料によって、2015 年
度の第 51 回経営史学会全国大会におけるパ
ネルディスカッション「戦間期における在豪
州各日本商社の事業構築とその担い手に対
する比較分析」の構築に結実した。本パネル
は戦前期において豪州に進出した諸日本商
社の現地での事業構築とそれに規定された
組織組成のメカニズムと調達市場の特性に
ついての本格的な研究としては日本初の試
みとなった。当該研究によって得た最新の知
見は以下のとおりである。 
①戦前期の豪州ビジネスの中核となった
羊毛取引の特性を各社で相互に比較し、そこ
で需要される熟練の特性を抽出した。②この
熟練形成のために三井物産では「羊毛練習
生」制度を確立し、ビジネスの傍ら羊毛学校
（カレッジに併設）での学習という研修プロ
グラムを設置していた。③この研修生には若
年層、商業学校など中等教育機関出身の新入
社員、18 歳前後の若者を多く充当した。この
ため、羊毛の主力バイヤーはほぼ中等教育程
度の学歴者により占められ、逆に他の営業マ
ンは高学歴者が中心となっていた。この結果
は（2）までで検証された全職員に対するマ
クロ分析に符合するものであった。④また、
豪州拠点では他の拠点同様に現地でのステ

ノグラファー、現地勘定、税務、受渡業務を
中心に豪州国籍の職員を採用していた。これ
ら現地での「店限職員」の採用、給与、処遇
全般に対する分析も同時に行う事が出来た。
⑤以上の三井物産の拠点における全構成員
に対する分析結果は同じく豪州に進出して
いた他の日本商社、三菱商事、高島屋飯田、
兼松のそれとの比較分析に付され、そこから
三井物産との相違点と類似点を抽出した。⑥
この結果、三井物産のような羊毛バイヤーの
スキルに集中した職員研修システムを持っ
ていた商社は他に無かったものの、ほぼ全部
の商社において羊毛掛の養成を若年層から
の OJT によっていた事実が判明した。この結
果、戦前期における豪州進出日本各商社のほ
とんどの羊毛バイヤーの学歴は商業学校を
中心にするという共通点が確認できた。まさ
に学歴別配置の一端が表れていると判断で
きる。 
 以上の 2015 年経営史学会パネル報告の内
容を今後、本研究を継承する各研究会（二つ
の科研費を含む）によってブラッシュアップ
し、数年以内に『戦前期豪州における日本商
社の展開』として出版する予定である。 
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